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自分らしく生きるために 
幼児期に身につけたい感覚

公益財団法人社会教育協会日野社会教育センター元館長
中　能　孝　則

近年のAI（人工知能）をはじめとする、デジタ
ル産業の発展には目を見張るものがあり、日々進化
し続ける技術は私たちの生活をますます便利にして
くれています。
一方、今の子どもたちはその進化に遅れをとって
はならないと、記憶する学びを中心に正確さと効
率さが最優先で求められていているようにも感じま
す。
そして、その影響は子ども達にとって最大の権利
であり自由である「遊びの世界」にも忍び寄ってき
ています。その押し寄せる情報は、以前のように直
感的に体と心を連動させる生活ができなくなり、気
が付かないうちにストレスが蓄積し、いつの間にか
自分らしい生き方を見失っている子どもたちもいる
ように感じます。
ストレス発散の方法は色々ありますが、私は幼児
の自然体験活動や青少年の冒険学校の活動に長年取
り組んでくる中で、子どもたちにとっては自然の中
で思い切り遊ぶことがストレスの発散にも効果的で
あることに気が付き実践してきました。
自然の中での遊びには、答えが決まっているもの
は少なく、自分たちで工夫しながらその楽しさを
見つけ出す遊びが多く、自分で発見して知識と知恵
を育んでいく大切さに気が付きます。つまり遊びが
遊びを生み出していくという感覚を体験から学ん
でいくことにより、想像力（Imagination）、創造
力（Creativity）を身につけることもでき、そのこ
とは大人になってからも、人間が生きているという
ことは本当に素晴らしいことだということにつなが
り、物事に積極的に取り組んでいくエネルギーを育

んでいくと思います。
45年前に一緒に活動した子どもたちとは今でも
語り合うことがありますが、どの子も自分で判断し
て結論を出し行動する力を身につけ、一人ひとりが
自分らしい生き方を模索しつつ、社会人として自立
して活きいきと生きる方法を身に着けているように
感じています。何よりもお互いの生き方を尊重し豊
かな人間関係が育まれています。
幼いころの遊びでは、特にスリル満点で、ヒヤリ
とした遊びが感受性の鋭い子ども時代の心に深くし
み込んでいるようです。幼児・青少年期に自然のな
かで思い切り遊び、全力を出す「スイッチ」を入れ
るチャンスに恵まれることは、人間が持っている五
感を鍛え、その先にある第六感（感性・直観力）を
育んできます。
さて、時々幼稚園にお邪魔させていただくと「私
のところには自然があまりないのです」という話を
伺うこともありますが、大切なことは今、自分たち
の身近にある自然環境を生かしてどのようなことが
できるかを語りあい、子どもたちの自由な遊びを応
援してほしいものです。また、このような活動を展
開するために保護者の理解と応援が必要であり、私
は、そのためにかなりの時間をかけてきたようにも
思います。
子どもたちには、今の時代だからこそ、仲間と一
緒に自然の中で思い切り遊び、様々な体験をしなが
らゆっくりと成長してほしいです。そして大人は子
どもたちの成長を笑顔で見守りたいものですね。



先生　墨出して

全日本私立幼稚園連合会
会長　田中　雅道

●〜全日私幼連からのご報告〜

小学 4年生になった卒園児のお母さんと出会っ
たとき、子どもの絵が校長室に飾られているという
話を聞きました。嬉しくなって詳しい話を聞くと、
子どもが図画工作の時間に絵を書いていた時、担任
の先生にいきなり「先生、墨出して。ぼくここから
墨でかきたいねん」と言ったそうです。担任の先生
は驚いて「今は、習字の時間ではなく絵を描く時間
だから墨はないの。頑張って絵を仕上げて」と言わ
れたそうです。でも、その子は諦めないで、「僕は
ここから墨を使って絵を描きたいねん」と強く主張
したそうです。そこで、担任の先生も彼の本音を理
解し、墨を出してきて絵を続けて描くように指示し
たそうです。そうしてできた絵が校長室に飾られた
という話でした。私は、実際にその絵を見ていませ
んので、どのような絵であったのかは知りませんが、
自分の絵を完成させるのに墨が必要だという思いを
素直に出せたことを嬉しく思うと同時に、担任の先
生も彼の思いを汲んで対応していただいたことに感
謝したいと思いました。
最近、保育の話題の中で、“自由保育”が良くて、“設
定保育”は良くないという言い方をされることがあ
るのが気になっています。私は、“幼稚園”という
場自体が設定された空間だと思っています。子ども
にとってどういう環境が必要かを考え、子どもの興
味関心を引き出し、自分の思いによってどのように
も変化させることのできる園庭を整え、子どもを迎
え入れている場として幼稚園が設定されているので
すから、そこで行われている保育はすべて設定保育

だと考えています。保育形態が“自由保育”か“設
定保育”かが重要なのではなく、子どもが活動した
り、遊んだりしたりしている空間が、自分の発想や
思いを自由に表出できるかどうかが重要なのだと考
えています。子どもの発想が自由に引き出され、自
分の思いを表出したときに応えて、思いの実現に向
かって援助してくれる保育者がいることによって、
子どもが自由に思いを表出し、自分のアイデアを実
現できる。そんな空間であることが重要なのだと考
えています。そのような空間で育った子どもは、先
生の言われたことをそのまま忠実に再現することに
満足するのでなく、自分のアイデアを、与えられた
課題に加えて自分のものとして表出することを自然
と身に着けます。教えてもらったことを教えても
らったとおりに再現できる能力として捉えられてい
る従来の学力観とは違った非認知能力の芽は、自由
性のある空間で育った子どもが獲得できる能力なの
です。
保育形態論から一歩踏み込んで、子どもの非認知
能力を育む自由な空間での保育とは何かを、もう一
度じっくり考えていきたいと思っています。
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令和5年5月12日（金）、東京・アルカディア市ヶ
谷にて団体長会・理事会合同会議が、62人の出席
により、開催されました。
はじめに、尾上正史副会長から開会のことばがあ
り、続いて田中雅道会長からあいさつがありました。
その後議題に入り、議長に宮地彌典氏（高知県）、
高尾恵子氏（佐賀県）が選出され、議事録署名人に
風間一郎氏（千葉県）、上原樹縁氏（鹿児島県）が
選出されました。
■審議案件（1）令和 4年度事業報告の件
令和 4年度事業報告について、各委員会委員長、
こどもがまんなかプロジェクト座長及び政令指定都
市特別委員会委員長から説明がありました。審議の
上、賛成多数で承認されました。
■審議案件（2）会則変更の件
会則変更について、福井徹人総務委員長から説明
があり、続いて、田中雅道会長と内野光裕副会長、（一
財）全日私幼研究機構安家周一理事長から補足説明
がありました。審議の上、賛成多数で承認されまし
た。
■審議案件（3）令和 4年度収支決算及び会務監査
報告の件

令和 4年度収支決算について、福井徹人総務委
員長から説明がありました。また、会務監査報告で
は、川畠教孝監事、畠山一雄監事から報告がありま
した。なお、今年度は、特別に「監査結果説明書」（次
頁参照）を作成した旨報告があり、その後質疑応答、
審議の上、賛成多数で承認されました。
■報告案件（1）会務運営報告の件
会務運営について、各委員会委員長から報告があ
りました。
最後に、川畠教孝監事が監事所見を行い、山西幸
子副会長から閉会のことばが述べられ、閉会となり
ました。
� （総務委員長・福井徹人）

令和 4年度事業報告・決算等を議決

● 5・12団体長会・理事会合同会議

全 日 私 幼 連 の 会 議
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監査結果説明書
監事　川畠・畠山・内橋・大久保

監査対象期間：令和 4年度（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日）

監査対象	 ：
	 •　	業務活動全般（議事録・規定類の整備状況・委員会の活動状況）について、各種書類の確認およ

びヒアリング
	 •　	決算資料等（銀行残高、支出先及び支出内容、経理処理（伝票を含む）、表示の適正性）につい

ての確認

監査の実施状況：
	 令和 4年 7月 5日	 業務・会計監査の実施（川畠・畠山・内橋）
	 令和 4年 8月 3日	 業務・会計監査の実施（川畠・畠山・内橋）
	 令和 4年 11月 11日	 監査の実施（川畠・畠山・内橋・大久保）
	 令和 5年 2月 14日	 業務・会計監査の実施（川畠・畠山・内橋）
	 令和 5年 4月 21日	 監査の実施（川畠・畠山・内橋・大久保）
	 上記のほか、2か月に一度、大久保（公認会計士）による月次レビューの実施

内部統制の整備状況について：
	 ガバナンス・体制について
	 ・外部監事の導入
	 ・監事（外部を含む）による監査活動の強化
	 ・顧問税理士への経理業務の委託

経理体制について
	 ・	マネフォワードを導入し銀行口座とAPI 連携を図り銀行残高のリアルタイムでの把握、マネフォワー
ドの閲覧権限を顧問税理士、外部監事に付与し、経理の透明性を確保

	 ・	経理入力について、月末締めの 2か月以内に、顧問税理士による入力を実施し、月次決算の早期化
を実現

	 ・	外部監事（公認会計士）による監査を 1，2か月に一度実施し、残高、処理及び適正執行について確認、
必要な修正の指導を随時行う体制の整備

主な指摘事項と対応状況について
	 ・監査の結果、監査意見に影響を及ぼす違法行為等はなかった。
	 ・	一部事務処理手続きについて、より良い改善にすべく、指摘（指導）を実施。具体的には、例えば、
各種規定等について、必要な規程の策定・見直しについてのほか、決算処理科目の見直し、伝票等
の整理方法について等の指摘を行い、随時、事務局側で是正を図っていることを確認。
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令和 5年度の定時総会は、5月 24日（水）東京・
アルカディア市ヶ谷にて開催され、全国から 162
名（委任状 33名含む）が出席しました。
はじめに尾上正史副会長から開会のことばがあ
り、来賓の文部科学副大臣・簗和生衆議院議員、自
由民主党幼児教育議員連盟副会長・遠藤利明衆議院
議員からご挨拶をいただき、この日は参議院本会議
が午前中に開かれていたため、午後の冒頭から、自
由民主党幼児教育議員連盟会長・中曽根弘文参議院
議員、自由民主党幼児教育議員連盟幹事長・山本順
三参議院議員、自由民主党幼児教育議員連盟副会
長・山谷えり子参議院議員からご挨拶をいただきま
した。続いて文部科学省からご出席いただいた、柳
孝事務次官、藤原章夫初等中等教育局長、茂里毅高
等教育局私学部長、藤岡謙一初等中等教育局幼児教
育課長、桐生崇高等教育局私学部私学助成課長の紹
介がありました。続いて、田中雅道会長から労働政
策の下での幼児教育から、質の高い幼児教育への転
換機にあたり、全ての幼児施設に光があたるような
活動を連合会として行っていきたいと、また、私学
助成法の改正にあたり国会で参考人招致を受けた
際、地方の小規模な学校法人は地域の宝である、こ
れらを何とか守るための勉強会は必要であるとの意
見を述べられ、与党はもちろん、野党の議員からも
そのための勉強会が必要であるとの見解を得たとの
お話しがありました。また、経営実態調査の回答状
況がかんばしくないことにも触れられ、幼児教育の
無償化の際も、この実態調査のデータを元に数字が
示され、今後の折衝の際にも非常に重要なデータと
なるので、各都道府県において、加盟園に対し、今
一度協力要請のお願いがありました。最後に会計不
祥事についての現況報告がなされ、ご自身の任期中
には事件の検証を行っていきたいとの説明がありま
した。
その後、議長の選出に移り、議長に木元茂氏（神

奈川県）と千葉亮子氏（山形県）が選出されました。
続いて、12名の議事運営委員が紹介され、ただち
に議事運営委員会が開催されました。その後、議事
運営委員長・宮﨑史郷氏（福岡県）から、総会成立
の確認、議案と議事進行について説明がありました。
議事録署名人には、服部高明氏（三重県）、森本嘉
一氏（高知県）が選出され、議事に入りました。
■審議事項（1）令和 4年度事業報告・収支決算承
認の件
令和 4年度事業報告について、各委員会委員長、
こどもがまんなかプロジェクト座長及び政令指定都
市特別委員長から説明がありました。続いて福井徹
人総務委員長から収支決算について説明があり、内
橋彰監事から監査報告があり、それを受けて川畠教
孝監事から補足と指摘事項が、畠山一雄監事から監
査結果説明書が提示されました。さらに大久保監事
より今年度は「監査結果説明書」を特別に作成した

事業報告・事業計画案などを議決
令和5年度　定時総会　5月 24日　東京・アルカディア市ヶ谷

全 日 私 幼 連 の 会 議

自由民主党
幼児教育議員連盟幹事長
山本順三・参議院議員

自由民主党
幼児教育議員連盟副会長
山谷えり子・参議院議員

自由民主党
幼児教育議員連盟会長
中曽根弘文・参議院議員

文部科学副大臣
簗　和生・衆議院議員

自由民主党
総務会長

幼児教育議員連盟副会長
遠藤利明・衆議院議員
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等の補足説明がなされ、審議の上、賛成多数で承認
されました。
■審議事項（2）令和 5年度事業計画案・収支予算
案承認の件
令和5年度事業計画案について、各委員会委員長、
こどもがまんなかプロジェクト座長及び政令指定都
市特別委員長から説明がありました。続いて、令和
5年度会費及び収支予算案について、福井徹人総務
委員長から説明がありました。審議の上、賛成多数
で承認されました。
■審議事項（3）全日私幼連会則改正案承認の件
全日本私立幼稚園連合会と、一般財団法人全日本
私立幼稚園幼児教育研究機構との関係性を、常任理
事会、及び団体長会で検討した結果、会則の上で削
除するという結果に至り、全日本私立幼稚園連合会　
会則「第 5条 4項」、及び「第 35条」を削除とする
提案が福井徹人総務委員長からありました。審議の

上、4分の 3以上の賛成が得られ承認されました。
■報告事項（1）【行政報告】私立学校法の一部改
正について
滝波泰文部科学省高等教育局私学部私学行政課長

から、私立学校法の一部改正に
ついて、全体スケジュール、改
正のポイント、理事・監事・評
議員の構成に関する要検討につ
いて説明がありました。
■報告事項（2）（一財）全日本
私立幼稚園幼児教育研究機構か
らの報告

（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構・安
家周一理事長代理として、加藤篤彦専務理事から下
記 4点について報告がありました。
（1）処遇改善等加算Ⅱの市区町村への申請に関
わる様式について
（2）提供時期と研修実施主体の変更について
（3）令和 4年度会計決算について
（4）幼稚園ナビの研修履歴の活用、及び今後に
ついて
最後に、川畠教孝監事より監事所見及び講評があ
り、山西幸子副会長から閉会のことばが述べられ、
閉会となりました。
〈定時総会関連資料は次頁以降に掲載していま
す。〉
	 （広報委員・遠州賢）

高低

緊急通報

アナログによる
ヒューマンエラー

防止

デジタルに
よる見守り

エンジン停止後にブザーが鳴ります。
見回りながら後部に設置したリモコンボタンを押してブザーを止めます。

1027_私幼時報_掲載広告縦( 65×175mm)

文部科学省
高等教育局私学部

滝波　泰・私学行政課長
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わが国では、平成 6年のエンゼルプラン策定以
来、過去 30年間に渡る子育て支援政策を行ってき
たが、社会状況が著しく変化する中で少子化が止ま
らずにいる。
わが国の過去 30年間の少子化対策は、主に労働・
経済政策を中心とした子育て支援策であり、女性の
就労率の上昇への対応や保護者への経済的な支援と
して、待機児童対策、児童手当の拡充、長時間にわ
たる保育無償化等といった施策が進められてきた。
これらにより、子育て中であっても男女ともに長時
間働くことを可能にする一定の効果はあった。
しかし、子ども達の「愛着形成不全」や「幼児期
の教育の質の低下」等、子どもが育つという視点で
は負の要素が増えている現状でもある。
長時間労働をすればするほど、少子化に進むこと
は海外の例（OECD加盟国でも出生率が高い国は
ワークライフバランスの取れた国）を見ても明らか
である。
子育て支援の基本は、まず、安心して子どもを産
み育てられる環境をつくること、さらには産みたく
なるような環境をつくることである。併せて、労働
政策のみではない子ども中の「子育ての支援の充実」
が求められている。
1　質の高い幼児教育環境の整備～幼稚園の先生は
子どもが出会う最初の先生～
どの地域、どの環境でも信頼して子どもを預けら
れるよう、幼稚園をはじめとするすべての幼児教育
施設において、幼児教育に従事する人材の質の充実
や、幼児教育・保育の質の向上、安全・安心な教育
環境の整備を実現する必要がある。
また、幼稚園等から小学校への進学では、子ども
だけでなく保護者にとっても環境の変化が大きく不
安を抱えているとの声もある。幼稚園等から小学校
への接続においては、両者が密に連携することによ
り、小学校入学後の子どもの生き生きとした成長に
繋がるとともに、保護者の不安解消にも繋がってい
く。
要望 1　幼稚園等で働く全ての教員がその職責に見
合った処遇や充実した環境で子どもに係れるよう処

遇改善への財政支援を強く要望する。
要望 2　キャリアステージに合わせた研修体制の充
実、保育者の業務負担の軽減など総合的な人材確保・
定着策の拡充を強く要望する。
要望 3　幼児教育の質の向上に係る研究を推進する
など国の取り組みの充実することを要望する。
要望 4　個々の教員の負担を軽減するため、独自に
多くの教員を抱えてきた園も少なくない。質の高い
教育・保育に取り組む園がその体制を維持できるよ
う財源の確保を要望する。
要望 5　急速な物価高騰への対応も踏まえ、私学助
成や施設型給付による運営費の一層の支援を要望す
る。
2　誕生から満 3歳までの子育ての支援活動の充実
～幼稚園は子育ての楽しさ生産工場～
幼稚園は子育て相談、ママ友づくり、園庭開放、
乳幼児の遊び場提供など多様なニーズに対応しつ
つ、子育ての楽しさや安心を支える社会資本として
機能してきた。安全で清潔な環境の下、親子がとも
に遊ぶ姿は微笑ましい。他方で、このような家庭へ
の子育ての支援に対する公的支援は不十分であり、
それぞれの園のボランティア活動として行い、中に
は限られた予算の中、独自に責任者を配置している
施設もある。子育ての支援の活動を更に充実するこ
とで、子育ての楽しさや幸福感に繋げる必要がある。
要望 1　地域のすべての親子がいつでも自由に幼稚
園を利用できるよう、人件費などの支援を要望する。
要望 2　来年度から始まる未就園児の定期的な預か
り保育事業を今後拡大するにあたっては、幼稚園も
実施できるよう要望する。
要望 3　親からの子育てに関する不安などの相談が
あった場合には、適切な機関への橋渡しをするなど
親の子育て不安解消への役割を担うため、幼稚園を
こども家庭センターに繋ぐ「かかりつけ機関」とし
て基礎自治体に確実に位置付けるよう要望する。
要望 4　3歳未満児にとって、親と過ごす時間の一
定の確保が子どもの育ちを豊かにするとともに、子
育ての楽しさと幸福感をもたらす。親子の時間を大
切にするための働き方改革を進めるとともに、子育

全日私幼連　令和 5 年度事業計画

〈令和 5 年度　定時総会資料〉
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ての楽しさと幸福感に繋がるような保育利用時間に
見直すことを要望する。
3　子どもを産み育てる安心感を提供する～幼稚園
はもうひとつの小学校～
近年、保護者から幼稚園・認定こども園を卒園し
た子どもが小学校で不登校になっているという相談
が急増している。それぞれの園では、その子どもた
ちに園庭を活動し園児と共に過ごすことを通して、
前向きに小学校への登校を促すなどの活動を行って
いる。このような機能を生かすため、下記のような
仕組みをつくり、子育ての不安などを解消していく
ことは、子どもを産み育てることへの安心につなが
る。
要望 1　不登校児が幼稚園での活動に参加する際、
その活動に対応できる小学校免許状や特別支援学校
教諭免許状を所持している職員を安定して配置でき
るような補助の仕組みの構築を要望する。
要望 2　幼稚園教諭が小学生の不登校児受け入れ時
に適切に対応できるよう、幼稚園教諭が小学校教諭
委免許状や特別支援学校教諭免許状を新たに取得す
る際の費用に関しての補助制度の構築を要望する。
4　第三者による事件の検証・総括
警視庁並びに検察庁の捜査が終了し、公判に影響
の出ない早い段階で、外部の方に依頼し事件の検証・
総括を依頼する。なお、検証・総括に先駆けてでき
るだけ早い段階で、今回の事件を担当していただい
た弁護士・会計士に報告書を作成していただき、加
盟園へ周知を図る。

【具体的活動内容】
＜会務に関する事項〉＞
1．会務の総括に関する事項
2．組織機能強化に関する事項
・役員の役割（責任と権限）並びに任期の明確化
・委員会体制の見直し
・組織の法人化の検討
・役員と事務局員との密接な連携
3．各種会議に関する事項
・各種会議の開催
・オンライン会議の活用による諸会議や委員会活動

＝ 総 務 委 員 会 ＝

の活性化
4．事務局に関する事項
・事務局体制の強化（職員の採用、総務委員のフォ
ローなど）
5．（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構と
の調整に関する事項
6．全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会に関する事項
・事業計画や予算案等の検討、作成（ＰＴＡ連合会
常任委員会との連携を図る）
7．会則等の見直し
・会則
・会則施行細則
・総会議事規則
・旅費規程
・事務局就業規則
8．各種情報発信に関する事項
・加盟園への情報提供体制の見直し及び実施
〈会計に関する事項〉
9．予算・決算および会計その他財務全般に関する
事項
・予算の見直し（本連合会の活動目的に合わせた）
10．会費に関する事項
・会費の見直し及び執行について
〈その他〉
11．ＪＫ保険の充実、加入促進に関する事項
12．表彰に関する事項
13．震災復興に関する事項
14．国際交流事業に関する事項
15．災害積立金に関する事項
16．全日私幼連要覧の作成
17．他の委員会の所管に属さない事項

【具体的活動内容】
1．私立幼稚園・認定こども園の振興に関する事項
（1）【一般補助】私立幼稚園経常費助成の国基準単
価の増額要望
・令和 4年度　都道府県平均　201,322 円　国基
準単価 194,798 円（国基準以下は 3県のみ）
（2）「特別補助」の都道府県導入率の向上のための
都道府県団体への啓発

＝ 政 策 委 員 会 ＝
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①教育改革推進特別経費 (教育の質の向上を図る学
校支援経費 )の都道府県実施率の向上
・次世代を担う人材育成の促進 (45 万円 )
・教育相談体制の整備 (30 万 )
・職業・ボランティア・文化・健康・食等の教育推
進 (13 万円 )
・安全確保の推進 (30 万円 )
・外部人材活用等の推進 (45 万円 )
②教育改革推進特別経費 ( 子育て支援推進経費 ) の
充実
・幼稚園の子育て活動の推進 (80 万円 ) の都道府
県実施率向上
・預かり保育推進事業
③私立幼稚園等の特別支援教育経費の充実
・特別な支援が必要な幼児が就園している場合は 1
人から助成する
・392,000 円／人の単価増額
（3）「特別補助」の交付税交付金化への要望
・文部科学省、総務省へ交付税の入っていない特別
補助に対して要望
＜目的＞特別補助の都道府県導入を促進するため
（4）私学助成園の処遇改善（都道負担増額の確保）
・私学助成園の処遇改善の都道府県 10割負担を目
指す
※国、地方、園の各 1/3 負担割合が令和 6年度ま
で継続、その後の国負担割合が見直しとなっている
ことに対する対策 10割を都道府県が負担すると国
は 5割負担となる
・小中高校教員との給与格差をなくすことを目標と
する取り組み
（5）3歳未満在宅児の受け皿を充実 (施設型給付園
と共通 )
・1、2歳児の在宅児の受け皿を空き教室等で実施
するような取り組み
・地域ニーズに応じた取り組みの充実
（6）基礎自治体と私学助成園の関係充実
・1号認定無償化対応だけでなく自治体の中の施設
として市町村との関係づくりを充実させていく
・小規模保育、企業主導型保育所、放課後児童クラ
ブ、未就園児事業
※一時預かり事業等により市町村との関係構築と充

実を推進
（7）地域特性を踏まえた私学助成園の運営と振興
・人数規模と地域特性を踏まえて施設型給付園への
移行を検討するための情報共有
・全国の地域特性に応じた私学助成園の振興の在り
方を検討
2．施設型給付園の振興に関する事項
（1）認定こども園委員会との連携
・委員会開催の協働化の模索的取り組み
・私学助成園と施設型給付園の研修等の検討
3．幼稚園由来の施設型給付園の独自な在り方を追
求
（1）保育所・保育所由来の施設型給付園との違い
を探求
・1号認定が多い園、直接契約の園としての独自性
を探求
・幼児教育としての就学全施設を探求
（2）3歳未満在宅児の受け皿を充実 (私学助成園と
共通 )
・1、2歳児の在宅児の受け皿を空き教室等で実施
するような取り組み
・地域ニーズに応じた取り組みの充実
・地域における保育所・保育士等の在り方検討会の
モデル事業参画
（3）施設型給付園の処遇改善
・小中高校教員との給与格差をなくすことを目標と
する取り組み
4．研究課題に関する事項
（1）私学助成・公定価格と適切な保育料に関する
事項
・上乗せ徴収と実費徴収の理解と実施検討
（2）私学助成と施設型給付の違いに応じた対応
・制度理解に基づく園運営および制度要望
・情報共有の工夫
（3）保育料無償化の検証	ゼロ価格効果の検討
※小児医療費に見る evidence　base　policy　
making（EBPM）
・無償化が果たして効果的だったのか
（4）こどもがまんなかとしての振興対策を提言し
ていく
5．諸会議及び研修
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（1）政策担当者会議の開催
（2）設置者・園長全国研修大会	分科会（振興）の
担当
（3）子ども・子育て支援等分科会 (現子ども・子育
て会議 )
※こども家庭庁の発足に伴い、設置されるこども家
庭審議会の下で「子ども・子育て支援等分科会」と
して設置予定
・子ども・子育て支援等分科会の情報提供
・子ども・子育て支援等分科会への意見発信

＝ 教 育 研 究 委 員 会 ＝

【具体的活動内容】
1．地区教育研修大会の実施に関する事項
2．全国教育研究、事務局担当者会議の実施に関す
る事項

＝ 経 営 研 究 委 員 会 ＝

【具体的活動内容】
1．少子化進行への経営的対応に関する事項
2．幼稚園ナビの活用・人材確保に関する事項
3．就業規則等、労務管理に関する事項
4．処遇改善・給与体系等、評価に関する事項
5．税制に関する事項
6．私立幼稚園・認定こども園の経営実態調査の実
施と報告に関する事項
7．第 38	回設置者・園長全国研修大会（山形県）
の企画実施に関する事項
8．後継者育成研修会の開催に関する事項
9．全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会全国大会の運営
に関する事項
10．その他、経営に関する事案に適宜対応する

【具体的活動内容】
1．私幼時報の発行に関する事項
・全国の私立幼稚園・認定こども園の設置者・園長
を対象に私幼時報を発刊する。年 12回、8,900
部（1回あたり）発行予定。
2．ホームページを活用した広報活動に関する事項

＝ 広 報 委 員 会 ＝

・ホームページへの掲載情報の充実化を目指すこと
で全日私幼連の団体活動等を周知する。
3．こどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴ推進のための
広報活動に関する事項
・私幼時報やホームページ等を通じてこどもがまん
なかＰＲＯＪＥＣＴ推進のための広報活動を行な
う。
4．他の委員会と連携し、園運営等の諸問題につい
て調査を実施する。
・私学助成園から新制度園、認定こども園への移行
時における問題点について
・諸物価高騰による、園運営の問題点、実費徴収や
上乗せ徴収の値上げについてなど

【具体的活動内容】
1．子ども・子育て支援新制度に関する事項
2．各市区町村、各都道府県団体との情報交換と補
助のあり方に関する事項
3．102条園特有の問題に関する税制等の調査研究
に関する事項
4．幼児教育の無償化への対応に関する事項
5．その他、102条園に関する事項

【具体的活動内容】
1．認定こども園に関する情報の収集と発信に関す
る事項（経営委員会所管経営実態調査に参加）
2．子ども・子育て支援新制度見直しに関する事項
3．政府の進める「幼児教育・保育の無償化」後の
課題に関する事項
4．感染症対策・自然災害や震災など危機管理に関
する事項
5．少子化に伴う園児減少による園経営（施設見学）
に関する事項
6．認定こども園に関する調査・研究に関する事項
7．認定こども園移行園を対象とした研修会の企画・
実施に関する事項
8．政策委員会と連携した関係省庁との協議・連絡
及び政府予算対策運動に関する事項
9．他団体との連携

＝ 102 条 園 委 員 会 ＝

＝認定こども園委員会＝

2023.  7 私幼時報　11



【具体的活動内容】
1．冊子「絵本ガイドブック」「22世紀の日本が輝
き続けるために」「未来を生きる子どもたちのため
に」の発行・配布・普及に関する事項
2．共生・国際的支援活動（「東日本大震災支援活動」、
「国内外の災害緊急支援活動」、「みんなのゆめをつ
なごう‐シードペーパー」の普及、国際貢献活動）
に関する事項
3．日本文化、地域文化、各国文化の学び・継承（日
本の風土に基づいた催事、食文化の学び、親
子のコミュニケーションの活性化、世界とこどもを
結ぶ活動）に関する事項
4．こどもが	まんなか生活（都道府県の私立幼稚園
団体と連携・協力したイベントを開催）に関する事
項
5．社会への普及啓発活動（マスメディアへの広報
活動、サポーターシップ活動、個人や企業の募金、
各幼稚園等の募金）に関する事項
6．連携・共有（各地区並びに各都道府県の私立幼
稚園団体と連携した活動、『私幼時報』による広報
活動）
7．こどもと家族の健康（子どもと家族が健康で快
適であるために生活づくりを応援する情報発信）に
関する事項
8．その他（協賛・後援団体（企業）の募集について等）

【具体的活動内容】
1．比較的に大規模園が集中する大都市（各政令指
定都市・中核市）特有の子ども・子育て支援新制度
移行が進みつつある中、私学助成園・新制度移行園
（認定こども園を含む）共に今後の運営の在り方や
各都市における少子化対策についての調査・研究に
関する事項
2．政令指定都市・中核市に対する、全ての類型の
認定こども園・幼稚園に関する都道府県からの権限
移譲についての調査・研究に関する事項
3．政令指定都市・中核市における地方版子ども・
子育て会議や、利用定員設定や施設整備に関わる審
議会への私幼団体の積極的な参画についての調査・
研究に関する事項
4．幼稚園・認定こども園が行う特別支援事業や一
時預かり事業幼稚園型（2歳児定期利用等）、一時
預かり事業一般型、小規模保育所併設等、各政令指
定都市・中核市の課題についての調査・研究に関す
る事項
5．各政令指定都市・中核市を総括している都道府
県私幼団体とのしっかりした協力体制と円滑な連携
体制の在り方に関する事項
6．各政令指定都市・中核市に対し、既に都道府県
から権限移譲されている制度や補助システム等につ
いての情報交換の場として、年に一回特別委員会研
修会の開催に関する事項

＝こどもがまんなかPROJECT 企画推進会議＝ ＝政令指定都市特別委員会＝

今後の主な会合予定
◎地区教研大会
北海道地区	 8 月 1日	 北海道・札幌市
東北地区	 10 月 20日・21日	 福島県・郡山市
関東・神奈川地区	 8 月 9日・10日	 群馬県・高崎市
東京地区	 7 月 25日・26日	 東京都・千代田区
東海北陸地区	 7 月 27日・28日	 長野県・長野市
近畿・大阪地区	 7 月 24日	 オンライン
中国地区	 8 月 21日・22日	 鳥取県・鳥取市
四国地区	 8 月 3日・4日	 香川県・高松市
九州地区	 8 月 3日・4日	 大分県・大分市
全国大会	 10 月 23・24日	 山形県・山形市

※会合の日程は変更になる場合がございます。予めご了承くださいますようお願い申し上げます。
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(単位：円）
令和5年度予算額Ａ 令和4年度予算額Ｂ （Ａ-Ｂ） 備　　考

15,000 15,000 0 基本積立金・大河内・由田利息

100 100 0 国際交流・財政運用・退職給付・災害金利息

162,000,000 151,000,000 11,000,000 （会費1園12,000円＋園児70円×加盟園児数）加盟園数 3号認定こども含む

14,000,000 14,000,000 0 研修会参加費等
11,000,000 8,000,000 3,000,000

6,000,000 6,000,000 0 JK保険広告料

30,000 30,000 0
6,000,000 800,000 5,200,000 私幼時報広告料等

△ 2,000,000

200,545,100 183,345,100 17,200,000

63,750,000 51,650,000 12,100,000
総会 7,000,000 5,300,000 1,700,000 会議費・旅費
理事会 7,500,000 5,300,000 2,200,000 会議費・旅費
常任理事会 6,000,000 3,500,000 2,500,000 会議費・旅費
団体長会 2,500,000 2,200,000 300,000 会議費・旅費
監事会 700,000 500,000 200,000 会議費・旅費
総務委員会 2,000,000 1,300,000 700,000 会議費・旅費
諸会議費 5,000,000 3,500,000 1,500,000 会議費・旅費
全私連 1,100,000 1,100,000 0 分担金・全私学連合
国際交流事業 300,000 300,000 0 OMEP分担金等
全審連 250,000 250,000 0 分担金・全国私立学校審議会連合会
表彰事業 3,000,000 3,000,000 0 勤続表彰
出張費 500,000 500,000 0 旅費等
渉外費 500,000 500,000 0 慶弔費等
要覧事業 500,000 500,000 0 作成費
地区活動事業 15,900,000 15,900,000 0 各地区に対する活動金
奨励事業 11,000,000 8,000,000 3,000,000 各都道府県に対する奨励金

17,000,000 16,300,000 700,000
政策委員会 2,000,000 1,300,000 700,000 会議費・旅費
都道府県政策担当者会議 3,000,000 1,000,000 2,000,000 会場費等
予算対策費 6,000,000 7,000,000 △ 1,000,000
政策推進費 6,000,000 7,000,000 △ 1,000,000

2,000,000 1,300,000 700,000
教育研究委員会 2,000,000 1,300,000 700,000 会議費・旅費

18,800,000 18,100,000 700,000
経営研究委員会 2,000,000 1,300,000 700,000 会議費・旅費
幼稚園ナビ 3,000,000 3,000,000 0 サーバー維持費等
設置者・園長研修会 10,000,000 10,000,000 0 会場費等
後継者育成研修会 1,000,000 1,000,000 0 会場費等
経営実態調査 2,800,000 2,800,000 0 調査費

19,000,000 19,900,000 △ 900,000
広報委員会 2,000,000 1,300,000 700,000 会議費・旅費
会報等発行事業 16,000,000 18,000,000 △ 2,000,000 私幼時報発行費・送料
インターネット事業 1,000,000 600,000 400,000 ホームページ維持費

2,300,000 1,600,000 700,000
102条園委員会 1,300,000 800,000 500,000 会議費・旅費
都道府県代表者会議 1,000,000 800,000 200,000 会場費等

5,000,000 4,300,000 700,000
認定こども園委員会 2,000,000 1,300,000 700,000 会議費・旅費
認定こども園研修会 3,000,000 3,000,000 0 会場費等

16,450,000 16,450,000 0
地区別教育研究会 16,000,000 16,000,000 0 地区教研大会助成金
全日私幼連負担分 450,000 450,000 0 記念品代

1,000,000 1,000,000 0
災害費 1,000,000 1,000,000 0 見舞金等

給料 35,500,000 32,000,000 3,500,000 事務局員の新規採用のため
退職金 500,000 500,000 0
福利厚生費 4,000,000 3,700,000 300,000
事務所費 2,000,000 2,000,000 0 共益費・水道光熱費等
印刷費 100,000 200,000 △ 100,000
消耗品費 1,200,000 1,600,000 △ 400,000
賃借料 2,000,000 2,000,000 0 印刷機等リース代
通信費 900,000 1,700,000 △ 800,000 各種通信費・発送費
交通費 100,000 100,000 0 都内交通費等
租税公課費 3,000,000 2,600,000 400,000 事業税・消費税等
支払手数料 300,000 300,000 0 振込手数料等
備品費 200,000 300,000 △ 100,000
顧問料 3,000,000 3,000,000 0 弁護士・会計士・税理士・社労士
訴訟費 2,000,000 2,000,000 0 民事裁判への対応
雑費 200,000 500,000 △ 300,000

0 0 0

財政運用積立預金繰入支出 0 0 0
退職給付引当預金繰入支出 0 0 0
災害積立預金繰入支出 0 0 0

200,545,100 183,345,100 17,200,000

0 0 0

0 0 0
24,413,732 24,413,732 0
24,413,732 24,413,732 0

全全日日本本私私立立幼幼稚稚園園連連合合会会
令令和和55年年度度・・一一般般会会計計収収支支予予算算書書（（案案））

令令和和55年年44月月11日日～～令令和和66年年33月月3311日日

科　　目
　　　事業活動収支の部

①　事業活動収入の部
１　基本財産運用収入

基本財産運用収入
２　特定資産運用収入

特定資産運用収入
３　受取会費収入

一般会費
４　事業収入

研修事業
保険事務手数料

５　受取寄付金収入
寄付金収入

６　受取雑収入
受取利息
その他

７　他会計からの繰入収入

８　財政運用積立預金取崩収入

９　退職給付引当預金取崩収入

10　災害積立預金取崩収入

事業活動収入計

②　事業活動支出の部
１　事業費支出

①総務関係事業費

②政策関係事業

③教育研究関係事業

④経営研究関係事業

⑤広報関係事業

⑥102条園関係事業

⑦認定こども園関係事業

⑧団体教育研究関係事業

⑨災害費関係事業

２　管理費支出

３　他会計への繰出支出

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

こどもがまんなかPROJECTへ繰出支出

４　特定預金繰入支出

５　予備費支出

事業活動支出計

事業活動収支差額

当期収支差額
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委員長＝福井徹人、副委員長＝浅利健自、宮﨑史郷、
委員＝木村雅大、飯塚拓也、篠田佳幸、田中邦昌、
金倉吏志、大谷英也、委員会＝ 9回開催
令和 4年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の
影響を受け、対面での諸会議の開催が難しく、オン
ライン会議を併用しながら活動を行った。ガバナン
ス強化特別委員会からの答申を受け、会則、会則施
行細則、規程類の変更に関すること、また、団体名
称及び法人化ならびに委員会の適正化について継続
協議を行っている。
①オンライン会議及び対面の諸会議により会務運営
の協議を行った。
②正副会長・正副理事長・専務理事・委員会委員長
会を開催し、各委員会委員長より現状の課題及び情
報共有を（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機
構と連携し行った。
③令和 4年度の一般会計予算について、補正を行っ
た。
④ＪＫ保険の加入促進を図るとともに、私立学校法
改正に伴う学校法人役員賠償責任保険の周知や新型
コロナウイルス感染症に備える特約を追加し、周知
を行った。
⑤新型コロナウイルス感染症対策として国から発出
された文書を都道府県団体長や団体事務局に通知す
るとともに加盟園へ周知した。
⑥長年、懸案とされてきた加盟園への情報提供のあ
り方について協議し、直接、加盟園へメールにて情
報提供を行うことが出来るサービス（こどもがまん
なか JETmail）の運用を進めている。
⑦こどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴの協力募金活動
を行った。
⑧永年勤続者表彰事業を行った。
⑨全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会の活動内容につい
て連携し対応を行った。
【具体的活動内容】
1．会議の開催／（1）定時総会：令和 4 年 5 月
26日東京・グランドヒル市ヶ谷（出席者：132人）
（2）理事会：令和 4年 5月 9日東京・私学会館	合

同（出席者：57 人）令和 4年 12 月 16 日東京・
私学会館合同（出席者：62 人）令和 5 年 2 月 6
日東京・私学会館合同（出席者：61人）令和 5年
3月 3日東京・私学会館合同（出席者：57人）（3）
常任理事会	令和 4年 6月 17日東京・私学会館（出
席者：29人）令和4年9月29日オンライン会議（出
席者：30 人）令和 4年 11 月 18 日東京・私学会
館（出席者：32人）令和 5年 2月 24日東京・私
学会館（出席者：33人）（4）団体長会令和 4年	8
月 30 日オンライン会議（出席者：52人）（5）監
査会令和 4年 4月 20 日東京・全日私幼連事務局	
（出席者：5人）令和 4年 7月 5日東京・全日私幼
連事務局（出席者：5人）令和 4年 11月 11日東
京・全日私幼連事務局（出席者：6人）令和 5年 2
月 14日東京・全日私幼連事務局（出席者：5人）
2．関係団体との連絡／（1）内閣府：男女共同参
画推進連携会議：議員・田中雅道、子ども・子育て
会議・基準検討部会：委員・水谷豊三、子ども・子
育て支援制度における継続的な見える化有識者会
議：委員・角谷正雄（2）文部科学省：中央教育審
議会初等中等教育分科会：臨時委員・安家周一、中
央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会：臨
時委員・安家周一、特別支援教育ネットワーク推進
委員会：委員・加藤篤彦、教員資格認定試験：委員・
安家周、幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会：
委員・宮下友美惠、私学共済年金研究会：協力者・
小澤俊通（3）日本私立学校振興・共済事業団：共
済運営委員会：委員・角谷正雄、共済年金制度研究
委員会：委員・角谷正雄（4）私学研修福祉会：理
事・内野光裕、評議員・尾上正史（5）全私学連合
代表者会議：委員・田中雅道、尾上正史、内野光裕、
松岡明範（6）全国私立学校審議会連合会：副会長・
内野光裕（7）日本ユニセフ協会：顧問・田中雅道（8）
ＯＭＥＰ日本委員会：理事・田中雅道（9）日本防
火・防災協会：評議員・尾上正史（10）日本スポー
ツ振興センター学校安全推進会議：委員・角谷正雄
3．役職員出張／各地区の研修会や地区会・都道府
県団体に役職員が出張した。
4．表彰事業／永年勤続表彰 50年以上 33人。40
年以上91人。30年以上234人。20年以上562人。

＝ 総 務 委 員 会 ＝

全日私幼連　令和 4 年度事業報告
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合計 920人。
5．保険・福利厚生に関する事項／全日私幼連保険
制度の理解を深め、その充実と加入促進を図り実績
をあげた。
6. 推薦、協力、後援／○推薦／①令和 4年度版・
たのしいなつ（チャイルド本社）②映画「それい
け！アンパンマン　ロボリィとぽかぽかプレゼン
ト」（フレーベル館）：○後援／①第 16回ビルメン
テンスこども絵画コンクール（公益社団法人全国ビ
ルメンテナンス協会）②第 55回手紙作文コンクー
ル（日本郵便株式会社）③第 43回全国歯科保健大
会（厚生労働省）④第 16回長崎県私学振興大会（長
崎県私立中学高等学校協会）⑤日本子ども虐待防止
学会第 28回ふくおか大会（日本子ども虐待防止学
会学術集会）⑥第 20回全日本年賀状大賞コンクー
ル（日本郵便株式会社）⑦連続セミナー [実例から
知る、「発達の遅れ」が気になる子どもの教え方 ]
第 29 回第 30 回第 31 回」（特定非営利活動法人
Education	in	Ourselves 教育を軸に子どもの成長
を考えるフォーラム）⑧令和 4年高知県私立幼稚
園ＰＴＡ大会（高知県私立幼稚園ＰＴＡ連合会／高
知県私立幼稚園連合会）⑨子育てフォーラム・イン・
とくしま・35（徳島県私立幼稚園・認定こども園
協会／徳島県私立幼稚園・認定こども園ＰＴＡ連合
会）⑩第 71回全国幼児教育研究大会（京都大会）（公
益社団法人全国幼児教育研究協会）⑪全国学校・園
庭ビオトープコンクール 2023（公益財団法人日本
生態系協会）⑫ダンス指導研修会（一般社団法人ダ
ンス教育振興連盟ＪＤＡＣ）⑬令和 5年度こども
環境管理士資格試験（公益財団法人日本生態系協会）

委員長＝水谷豊三、副委員長＝金子礎泰、野村良
司、委員＝前田元照、原田久雄、寺田	毅、鈴木教義、
池田	清、吉田宏道、北川定行、熊原得也、境信博、
委員会＝ 4回開催
【具体的活動内容】
1．令和 5年度政府予算については、正副会長、政
策委員会が一丸となって取り組んだ結果、私立高等
学校等経常費助成費補助（幼稚園分）が 1人当た

＝ 政 策 委 員 会 ＝

り単価 24,920 円（222円増）となった。子ども・
子育て支援新制度は平成27年4月よりスタートし、
私立幼稚園からの移行が徐々に進み、令和 4年度
の移行状況は、58.2％となっている。
2．国の子ども・子育て会議等において処遇改善等
加算Ⅱの賃金改善対象者に係る研修修了要件、加算
認定自治体が適当と求める実施主体の違い、研修の
在り方、公定価格 2号 3号認定の主任保育士専任
加算の要件見直し、公定価格 2号 3号認定の基本
分単価、主幹教諭等専任加算基準の統一、保育教諭
等の免許の両有人材の新たな処遇の改善、地域区分
の改正及び継続的課題としての認識、一時預かり事
業 ( 幼稚園型Ⅰ ) の就労支援型施設加算 ( 事務員配
置の加算 )、キャリアアップ研修、一時預かり保育
幼稚園型Ⅰの事務加算について国へ改善を認定こど
も園委員会と連携して求めた。
3．令和 5年 1月 23 日（月）、アルカディア市ヶ
谷において第 13回都道府県政策担当者会議を開催
した。当日は、行政報告を文部科学省高等教育局私
学部私学助成課より、令和 5年度の私立幼稚園に
おける関係予算の説明の後、「教育の質の向上を図
る学校支援経費」について具体例を挙げながら行政
報告を頂戴した。次にグループディスカッションを
行った。内容としては、グループ①「私学助成制度
と新制度の違いを理解する」グループ②「私学助成
制度と新制度の振興方法を理解する」の二つに分け
て協議を行った。次に、「私立幼稚園及び私立幼稚
園由来の認定こども園の振興とは」と題して、田中
会長ならびに水谷政策委員長との対談を行うととも
に動画をＨＰへアップした。
4．令和 4年 10月 24日、25日、長崎県・長崎市
に開催された、設置者・園長全国研修大会の分科会
を担当した。当日の内容として、①「今までの補助金」
と「これからの補助金」の在り方を考える。②「振
興活動」の多様性について (多くの園が理解を深め
取り組むために )。③処遇改善・・・私学助成や地
域区分と最低賃金の3項目を軸とした分科会を行っ
た。
5．積極的にアンケート調査を行い、都道府県団体
事務局を通じて結果を加盟園へ周知するとともに、
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私幼時報を通じて加盟園へ周知し振興活動に必要な
エビデンスの収集を行った。
6．「教育支援体制整備事業費交付金（幼稚園の教
育体制支援事業）」の取扱い変更への理解を深める
ため、オンライン説明会を行った。

委員長＝岡本和貴、副委員長＝熊谷知子、川原恒太
郎、委員＝土谷直穂実、賀門康博、関口智行、佐
藤緑郎、福島	賢、佐伯妙有、水越省三、倉科正豊、
水原紫乃、早川成、吉井健、委員会＝ 8回開催（別
途小委員会を 4回開催）
【具体的活動内容】
1．幼稚園ナビの活用／ ( 一財 ) 全日本私立幼稚園
幼児教育研究機構と連携して「幼稚園ナビ」を用い
た研修の運営を都道府県団体へ推進した。
2．地区教育研修大会の実施／各地区において、地
区教育研修大会を実施した。北海道地区＝ 8月 1
日 ( 札幌市、対面形式による開催 )、道央ブロック：
8月 27日 ( 岩見沢市、対面形式とオンライン形式
による併用開催 )、札幌ブロック：9月 22日・23
日 ( 札幌市、対面形式 )、道東ブロック：10 月 1
日～8日 (オンライン形式による開催 )、道南ブロッ
ク：10月 15日 ( オンライン形式による開催 )、道
北ブロック：11 月 26 日 ( 旭川市 )、東北地区＝
10月 7日・8日 ( 山形県、対面形式による開催 )、
関東地区・神奈川地区＝ 8月 9日・10日（神奈川県、
対面形式とオンライン形式併用による開催）、東京
地区＝ 7月 25 日・26 日 ( 千代田区、対面形式に
よる開催 )、東海北陸地区＝ 7月 28日・29日（愛
知県、対面形式とオンライン形式併用による開催）、
近畿地区・大阪地区＝ 7月 25日 ( 大阪府、オンラ
イン形式による開催 )、中国地区＝ 8月 18日	( 島
根県、オンライン形式による開催 )、四国地区＝ 8
月 3日・4日 (愛媛県、オンライン形式による開催 )、
九州地区＝ 8月 4日・5日 ( 宮崎県、オンライン
形式による開催 )
3. 令和 4年 10 月 24 日、25 日、長崎県・長崎市
にて開催された、設置者・園長全国研修大会の分科
会を担当した。分科会テーマを『園長・リーダーが

知っておくべき教育的課題～良質な園として存
続するために～』と題し、二部構成で基調講演とパ
ネルディスカッションを行った。第一部では、「こ
れからの園長・リーダーに求められるもの」と題し、
安家周一氏（（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研
究機構理事長）が基調講演を行い、第二部では、私
立幼稚園・認定こども園が 10年後も良質な園とし
て存続するために、「主体的な遊び」「学びを繋ぐ」「資
質向上のための育成・研修」「人材（財）確保」「評
価」等をキーワードに、パネルディスカッションを
行った。

委員長＝佐々木慈舟、副委員長＝森本嘉一、波多江
教雄、委員＝加藤敏、中森茂治、井元紀行、堀江眞嗣、
淺谷学、藤森	至、貴田大介、清水宗祐、三宅貴之、
委員会＝ 5回開催
【具体的活動内容】
1．第 37回設置者・園長全国研修大会の企画およ
び実施／令和 4年 10月 24日（月）～ 25日（火）、
長崎県私立幼稚園・認定こども園連合会協力の下、
長崎市・出島メッセ長崎にて設置者・園長全国研修
大会を開催した。本大会は、対面形式とオ
ンライン形式を併用し、全国各地から 579名（対面：
351 名、オンライン：228 名）の設置者・園長が
参加した。24日は開会式に続き、奥田修史氏（学
校法人奥田学園理事長、創成館高等学校校長）の記
念講演『なぜドン底の学校と子どもたちは立ち直っ
たか』、藤岡謙一氏（文部科学省初等中等教育局幼
児教育課長）の行政報告『幼児教育に関する国の施
策について』、溝口由己氏（新潟大学経済科学部教授）
の基調講演『少子化の要因と対策－新しい家族の創
生を目指して－』、加藤篤彦氏（一般財団法人全日
本私立幼稚園幼児教育研究機構専務理事）の報告を
行った。25	日は「研究講座 1（教育）」演題：『園長・
リーダーが知っておくべき教育的課題～良質な園と
して存続するために～』、「研究講座 2（振興）」演題：
『新たな補助金の在り方と振興活
動をデザインする』、「研究講座 3（経営）」演題：『こ
れからの時代を地域で生き残るために必

＝ 教 育 研 究 委 員 会 ＝

＝ 経 営 研 究 委 員 会 ＝
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要な方策は何か考える』、「研究講座 4（認定こども
園）」演題：『質の高い幼児教育を行うための最善の
制度はどうあるべきか』以上、4講座を実施した。
2．令和 4年度（第 34回）私立幼稚園等経営実態
調査の実施／全日私幼連加盟の 7,499 園に実施調
査票を配布し、2,929 園（回収率 39.1％）から回
答を得た。調査結果をもとに保育料等の分析を行い、
全日私幼連ホームページにて報告書を公開するため
の作業を進めた。
3．幼児教育の無償化への対応に関する事項／他委
員会と連携して設置者・園長全国研修大会の重要な
課題として対応を行った。
4．幼稚園送迎バスの安全チェックシートの周知／
近年、幼稚園等における送迎バスの運行について、
園児が被害者となる事件・事故が多数発生し、子ど
もの安全を守ることへの重要性が高まる中、全国の
加盟園が安全意識をもって日々対応できるよう、送
迎バス運行に関する安全チェックリストの点検及び
加盟園への再周知を行った。
5．後継者育成研修会の開催／令和 5年 2月 13日
（月）東京・私学会館にて、次世代の後継者を養成
することを目的とした「後継者育成研修会」を開催
し、全国から 114 名が参加した。本研修会は三部
構成で行い、安岡知子氏（社会保険労務士法人人財
総研特定社会保険労務士）の講演『少子化加速＆園
児減少時代の園経営、園運営に必要な 3つの視点』、
平林祥氏（ひかり幼稚園・主事）、岡部祐輝氏（認
定こども園高槻双葉幼稚園・教頭）、松田惇生氏（豊
中文化幼稚園）の講演『OPARK の取り組みについ
て～園におけるリーダーシップとマネジメントに着
目した保育の質改善の取り組み～』、猪
熊弘子氏（ジャーナリスト／名寄市立大学特命教授
／明福寺ルンビニー学園幼稚園・保育園副園長）の
講演『園で虐待を起こさない保育とは』以上、3講
演を実施した。本研修会では、少子化加速ならびに
園児減少時代における持続可能な園経営を考察し、
虐待のない健全な保育を目指していくための取り組
みについて考える機会となった。

委員長＝波岡伸郎、副委員長＝千葉伸也、委員＝小
川せつ子、青栁貴也、遠州賢、塚本真紀、見山任昭、
山内淳、委員会＝ 3回開催
【具体的活動内容】
1．私幼時報の発行に関する事項／全国の私立幼稚
園・認定こども園の設置者・園長を対象に、広報紙『私
幼時報』を作成し、年 12回、8,400 部／回発行し
た。なお、令和 4年度から、全日私幼連ならびに
全日私幼研究機構と共同で発行してきた私幼時報の
発行団体を全日私幼連のみとして、発行団体を切り
分けると同時に、内容の充実を図るため、国の最新
情報の提供や各研修会の紙面において、委員会構成
員が参加報告を行うなど、私立幼稚園・認定こども
園関係者からの視点を交えて、団体の最新
状況を発信した。
2．ホームページを活用した広報活動に関する事項
令和 4年 4月発行の私幼時報 5月号から、各月号
のデータをWeb上（加盟園限定ページ）にて公開
し、全日私幼連の団体活動を加盟園に向けて、広く
周知した。
3．こどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴ推進のための
広報活動に関する事項次年度以降、こどもまんなか
ＰＲＯＪＥＣＴの活動にあわせ、広報活動を行う予
定である。

委員長＝溝渕真澄、副委員長＝竹内一雄、専門委員
＝小山嘉治、福田博多、中尾賢治、永田真理、和田
誠、谷成悟、委員会＝ 4回開催
【具体的活動内容】
1．令和 4年度・102 条園研究会議の企画・実施
／令和 5年 4月創設予定のこども家庭庁を踏まえ、
102 条園関係者だけでなく、学校法人立の先生方
も参加していただける研修会を企画した。講演は「こ
ども家庭庁について」と題し、講演講師に鍋島豊氏
（内閣官房こども家庭庁設立準備室参事官）をお招
きし、令和 4年 10月 14日、東京・TKP 市ヶ谷に
てオンライン研修会を開催した。講演後は、参加者

＝ 広 報 委 員 会 ＝

＝ 102 条 園 委 員 会 ＝
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より事前に集めた質問（子ども家庭庁に関する内容）
および当日質問に対し、鍋島参事官よりご回答いた
だき、情報交換を行った。なお、研修会の様子は、
本連合会の広報紙『私幼時報 12月号』に掲載し、
収録動画は 12月末日まで全日私幼連のホームペー
ジ上で公開を行った。
2．令和 4年度・102 条園研修会の企画・実施／
102 条園をはじめとする、私立幼稚園を取り巻く
状況変化に対応するため、令和5年2月22日、東京・
TKP 市ヶ谷にてオンライン研修会を開催した。講
演は「相続税非課税制度と家族信託について」と題
し、講演講師に白井健二郎氏（公認会計士・税理士・
特定行政書士／（一財）全日本私立幼稚園幼児教育
研究機構・顧問税理士）をお招きし、ご講演いただ
いた。講演後は、参加者より事前に集めた質問およ
び当日質問に対し、白井講師よりご回答いただき、
情報交換を行った。なお、研修会の様子は、本連合
会の広報紙『私幼時報 4月号』に掲載し、収録動
画は研修会申込者に対して事後配信を行った。
3．令和 4年分・青色申告決算の手引書等の作成／
全日私幼連のホームページにて「青色申告の決算の
手引き」（電子データ）を掲載し、102条園代表者
に向けて、青色申告決算の手引書等をダウンロード・
活用していただけるよう作成を行った。

委員長＝濱名浩、副委員長＝石田明義、濵川喜亘、
安本照正、委員＝佐々木栄光、鮎川剛、石田隆博、
樽木陽子、冨樫克哉、山﨑拓史、木内啓嗣、河野孝
専門委員＝吉田耕一郎、濱本智子、委員会＝ 8回
開催
【具体的活動内容】
1．認定こども園に関する情報の収集と発信に関す
る事項（経営委員会所管経営実態調査に参加等）／
経営研究委員会所轄の『私立幼稚園経営実態調査報
告』において、質問項目の作成から参加した子ども・
子育て支援新制度分野を担当し、調査内容の充実を
図った。
2．国の子ども・子育て会議等において処遇改善等
加算Ⅱの賃金改善対象者に係る研修修了要件／加算

認定自治体が適当と求める実施主体の違い、研修の
在り方、公定価格 2号 3号認定の主任保育士専任
加算の要件見直し、公定価格 2号 3号認定の基本
分単価、主幹教諭等専任加算基準の統一、保育教諭
等の免許の両有人材の新たな処遇の改善、地域区分
の改正及び継続的課題としての認識、一時預かり事
業 ( 幼稚園型Ⅰ ) の就労支援型施設加算 ( 事務員配
置の加算 )、キャリアアップ研修、一時預かり保育
幼稚園型Ⅰの事務加算について国へ改善を政策委員
会と連携して求めた。
3．認定こども園移行園を対象とした研修会の企
画・実施／長崎県県長崎市で開催された、第 37回
設置者・園長全国研修大会の分科会を担当し、『不
確実な少子化社会の中でも、園運営を持続可能にす
る“パーパス経営”を考える』のタイトルのもと、
新型コロナの影響により出生数が過去最少を更新
し、全国の 885 市町村が過疎地域に認定され、大
都市圏においても待機児童急減となり、予測不確実
なVUCA社会が到来し、数年先の園運営の見通し
すら難しい時代となっていることを受け、“パーパ
ス経営”基本的な視点として研修を行った。パーパ
スとは、「存在意義」「志（こころざし）」と訳され、
一企業の利益追求だけでなく持続可能な社会に貢献
する存在であることと定義されており、ミレニアル
世代の価値観にあった人材確保や組織づくり、保護
者や地域社会へサスティナブルな課題の貢献など、
その注目される理由について事例を通じて、ウェル
ビーイングや理念を見すえ、パーパス（存在意義・
志）経営について分科会の中で考えた。また、令和
5年 1月 30 日（月）、大阪・シェラトン都ホテル
大阪にて認定こども園「教育・保育質の向上」全国
研修会を開催した。『子育てを真ん中にした、認定
こども園の社会での存在意義・在り方を考える』を
テーマの下、記念講演を山縣文治氏（関西大学人間
健康学部教授）より、「少子化に伴う認定こども園
のあり方について」と題して講演を行った。次に行
政報告を高木秀人氏（内閣府子ども・子育て本部参
事官（認定こども園担当））より、「こども家庭庁・
地域交流支援センター」に関する行政報告を行った。
また当日は、「地域における認定こども園における

＝認定こども園委員会＝
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まちづくり」のテーマの下、パネルディスカッショ
ンを行った。
4．事務職員等向けオンデマンド研修配信の企画・
実施経営研究委員会と連携し、事務職員向けの処遇
改善等加算Ⅱに対応する研修動画のオンデマンド配
信（15コンテンツ）を企画し配信した。配信先は、
（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構と連携
し vimeo 及び YouTube にて配信し、処遇改善等
加算Ⅱの要件が段階的に必須化されていく状況に対
応した。

会議メンバー＝田中雅道、尾上正史、山西幸子、角
谷正雄、内野光裕、松岡明範、安家周一、宮下友美
惠、川名マミ、福井徹人、水谷豊三、岡本和貴、佐々
木慈舟、濱名浩、溝渕真澄、加藤積一、藤本明弘
【具体的活動内容】
1．冊子「絵本ガイドブック」「22世紀の日本が輝
き続けるために」「未来を生きる子どもたちの
ために」の発行・配布・普及について／全日私幼連
のホームページ上にて、幼児教育の重要性を伝える
冊子「絵本ガイドブック」「22 世紀の日本が輝き
続けるために」「未来を生きる子どもたちのために」
を販売し、普及に努めた。
2．社会への普及啓発活動（サポーターシップ活動、
加盟園からの募金等）
3．連携・共有（私幼時報による広報活動）
4．こどもと家族の健康（子どもと家族が健康で快
適であるための生活づくりを応援する情報発
信）について全日本私立幼稚園 PTA連合会と連携
し行った。
5．その他／本ＰＲＯＪＥＣＴの趣旨を広く企業様
へ伝え、その意義を社会に普及するために、継続的
な活動を行えるよう準備を行った。

委員長＝柿迫重正、副委員長＝松尾創、委員＝阿部
光浩、金子眞理子、岸憲秀、鈴木伸司、斎藤聖治、
松本克巳、三木治郎、村上順滋、委員会＝ 2回開
催

＝こどもがまんなかPROJECT 企画推進会議＝

＝政令指定都市特別委員会＝

【具体的活動内容】
1．大規模園が集中する大都市（各政令指定都市・
中核市）特有の子ども・子育て支援新制度移行が進
みつつある状況を鑑み、私学助成園・新制度移行園
（認定こども園を含む）共に、今後の運営の在り方
について意見交換を行った。
2. 政令指定都市・中核市に対する、全ての類型の
認定こども園・幼稚園に関する都道府県からの権限
移譲について意見交換を行った。
3．政令指定都市・中核市における地方版子ども・
子育て会議や、利用定員設定や施設整備に関わる審
議会への私幼団体の積極的な参画について意見交換
を行った。
4．幼稚園・認定こども園が行う一時預かり事業幼
稚園型（2歳児定期利用等）、一時預かり事業一般型、
小規模保育所併設等、都市部における待機児童解消
の方策に関しての各政令指定都市・中核市担当部局
との円滑な連携や協力について意見交換を行った。
5．各政令指定都市・中核市を総括している都道府
県私幼団体とのしっかりした協力体制と円滑な連携
体制の在り方について意見交換を行った。
6.	各政令指定都市・中核市に対し、既に都道府県
から権限移譲されている制度や補助システム等につ
いての情報交換を行った。
7.1 ～ 6 の意見交換を受けて、令和 5年 2月 2日
( 木 ) 第 6回政令指定都市特別委員会研修会を開催
した。研修会は二部構成で行い、第一部では、浅野
敦行氏（内閣官房こども家庭庁設立準備室内閣審議
官（併）教育改革調整官）より、子ども家庭庁につ
いてご講演いただいた。第二部では、松居和氏（音
楽家／	作家／	元埼玉県教育委員長）より、親子間
の愛情形成（アタッチメント）についてご講演いた
だき、政令指定都市や中核市園における今後の幼児
教育について、理解を深める最良の機会となった。
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(単位：円）

（Ａ－Ｂ） 備　　考

《 》 《 》 《 》

基本積立金・大河内・由田利息

《 》 《 》 △ 196 》

△ 196 国際交流・財政運用・退職給付利息・災害積立利息

《 》 《 》 《 》

会費：園割会費＋園児割会費　※

《 》 《 》 《 △ 4,396,803 》

△ 1,085,000 研修会参加費等

△ 3,311,803 JK保険

《 》 《 》 《 △ 31,012,000 》

△ 31,012,000 私学研修福祉会

《 》 《 》 《 》

JK保険広告料

《 》 《 》 《 △ 477,843 》

預金利息

△ 507,339 推薦料・経営ダブルアシスト（制度普及推進費）・私幼時報広告料等

《 》 《 》 《 》

《 》 《 》 《 》

《 》 《 》 《 》

11　退職給付引当預金取崩収入 《 》 《 》 《 》

《 》 《 》 《 》

△ 22,394,465

《 》 《 》 《 》

総会 会議費・旅費

理事会 会議費・旅費

常任理事会 会議費・旅費

団体長会 会議費・旅費

監事会 会議費・旅費

総務委員会 △ 108,063 会議費・旅費

諸会議費 △ 679,371 会議費・旅費

全私連 分担金・全私学連合

国際交流事業 分担金・会議費

全審連 分担金・全国私立学校審議会連合会

表彰事業 勤続表彰

出張費 旅費等

渉外費 慶弔費等

要覧事業 作成費

地区活動事業 各地区に対する活動費

奨励事業 △ 822,800 各都道府県に対する奨励金

△ 1,266,732

政策委員会 △ 96,552 会議費・旅費

都道府県政策担当者会議 △ 56,720 会場費・旅費

予算対策費 予算対策活動

政策推進費 △ 1,699,121 政策推進活動

教育研究委員会 会議費・旅費

経営研究委員会 △ 85,236 会議費・旅費

幼稚園ナビ 幼稚園ナビシステム開発費

設置者・園長研修会 会場費・旅費等

後継者育成研修会 △ 74,046 会場費・旅費等

経営実態調査 調査費

広報委員会 会議費・旅費

会報等発行事業 私幼時報

インターネット事業 ＨＰ管理

102条園委員会 会議費・旅費

都道府県代表者会議 会場費・旅費等

△ 283,181

認定こども園委員会 △ 186,590 会議費・旅費

認定こども園研修会 △ 96,591 会場費・旅費等

地区別教育研究会 助成金・地区教研大会開催地区

全日私幼連負担分 地区教研大会記念品

⑨災害費関係事業

災害費

《 》 《 》 《 》

給料

退職金 退職給付引当金　当期積立額

福利厚生費 社会保険等

事務所費 共益費・水道光熱費等

印刷費 各種印刷費

消耗品費 消耗品費

賃借料 印刷機等リース代

通信費 各種通信費・発送費

交通費 都内交通費

租税公課費 法人税・消費税等

支払手数料 振込手数料等・求人費用等

備品費 事務所備品

顧問料 弁護士、会計士、税理士、社労士

訴訟費 訴訟費用（弁護士、会計士）

雑費

《 》 《 》 《 》
差入保証金支出 供託金

《 》 《 》 《 》

他会計（こどもＰＪ）へ繰出支出

《 》 《 》 《 △ 10,000,000 》

大河内・由田基金積立預金繰入支出

財政運用積立預金繰入支出

退職給付引当預金繰入支出

災害積立預金繰入支出 △ 10,000,000

《 》 《 》 《 》

△ 2,125,151

△ △ 23,900,000 △ 3,630,686 △ 20,269,314

△ 20,269,314

収支計算書に対する注記

１．資金の範囲について

資金の範囲には現金預金、立替金、未収入金、未払金、預り金及び前受金を含めております。

なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりです。

２．次期繰越収支差額の内容は、次のとおりであります。

科　　　目 前期末残高 当期末残高

　現金預金 24,209,412 21,074,255

　未収入金・運用収入振替分 11,810,460 2,085

　立替金 4,627,553 0

   期末振替予定利子額 0 0

合計 40,647,425 21,076,340

　未払金 15,751,000 0

　預り金 482,693 293,294

　前受金 0 0

合計 16,233,693 293,294

　次期繰越収支差額 24,413,732 20,783,046

　

一般会計収支計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和4年4月1日～令和5年3月31日

科　　目 予算額Ａ 決算額Ｂ

①①事事業業活活動動収収入入のの部部

１　基本財産運用収入

基本財産運用収入

２　特定資産運用収入

特定資産運用収入

３　受取会費収入

一般会費

４　事業収入

研修会費

保険事務手数料

事業活動収入計

５　受取補助金等収入

団体研究助成金

６　受取寄付金収入

寄付金収入

７　雑収入

受取利息

その他

８　特別収入

９　他会計からの繰入収入

10　財政運用積立預金取崩収入

12　災害積立預金取崩収入

３　固定資産取得支出

②②事事業業活活動動支支出出のの部部

１　事業費支出

①総務関係事業

②政策関係事業

③教育研究関係事業

④経営研究関係事業

⑤広報関係事業

⑥102条園関係事業

⑦認定こども園関係事業

⑧団体教育研究関係事業

２　管理費支出

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額
※予算額は第一次補正予算額
※園割会費：9,000円×園数＝Ａ　　園児割会費：70円×園児数（当年度5月1日・3号認定子ども含む）＝Ｂ　　　会費＝Ａ＋Ｂ

４　他会計への繰出支出

５　基本財産・特定預金繰入支出

６　予備費支出

事業活動支出計

当期収支差額
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1　さまざまな園からの入学生
筆者はかつて小学校の校長をしていたのですが、
小学校 1年生の担任を誰にするのかは毎年大きな
課題の一つでした。多種多様な保育所、幼稚園、こ
ども園から入学してくる子どもたちを学校での学び
に順応させていくという 1年生担任の役目は、想
像以上にスキルやエネルギーを要するからです。
各園での体験が、そのまま小学校での生活や学習
にうまくリンクしているとは限りません。1年生の
教室を巡回するとさまざまな場面を目にします。「授
業中、椅子に座っていることに我慢できずに、立ち
歩いたり教室を抜け出したりする子ども」「活動内
容の指示を聞かずに違うことをやりはじめる子ど
も」「友だちへのいたずらを注意されると泣き出す
子ども、癇癪を起こして暴れる子ども」等々、いわ
ゆる小 1プロブレムは多くの小学校においての課
題なのです。また、修学前の集団での学びや一定時

間席に着くという訓練不足から生じる子どもの行動
を、あたかも発達障害傾向にある子どもとしてとら
えるケースがあるということも危惧されます。
今更言うまでもありませんが、幼児教育は子ども
たちの生活リズムを基本において、遊びや豊かな体
験を通した活動を重視します。それに対し、小学校
教育は教科や諸活動における集団での学びを重視し
ます。このことを踏まえ、子どもたちの生活や学び
の基盤を保障するため、幼児期の教育と児童期の教
育を円滑に接続し、組織的に支えるということは園
と小学校双方の責任だと思うのです。
2　定期的なフリー参観・情報交換
各園での経営方針や環境が違う中で育ってきた子
どもたちが小学校に入学してくるわけですから、変
化に対応できず小 1プロブレムが生じることは当
然のことでしょう。ではどのような連携の方法があ
るのか。私の経験を踏まえていくつか提言させてい

　　〜年間連載　教育・保育の未来について考える⑧〜
令和 4年 12月号より、西九州大学短期大学部幼児保育学科教授の牛丸和人氏による年間連載を開始いたします。発達段階に応じた造
形（表現）教育等を専門分野とし、教育者でありながら画家としても活躍されている牛丸先生の連載より、幼児教育への理解を深める
機会にしていただけますと幸いです。

「小1プロブレム」への対応

西九州大学短期大学部
幼児保育学科教授　牛丸　和人
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ただきます。
（1）まずは相互にフリー参観
短時間でもよいのです。園長も含め教職員が分担
して、卒園児が通う小学校に足を運んでみてくださ
い。当然これは園長と校長の合意の上です。百聞は
一見に如かず、小学校の実態をリアルに観察できま
すし、その中で卒園児がどのような様子なのかも知
ることができるでしょう。関係する全ての小学校を
参観することは難しいかも知れませんが、そこから
それぞれの園の教育課題も見えてくるかも知れませ
ん。もちろん、小学校からのフリー参観も園は歓迎
することが大原則です。
（2）複数回の情報交換
①子どもに関する情報交換
年長児が小学校に入学する際は「保育所児童保
育要録」「幼稚園幼児指導要録」「認定こども園こ
ども要録」などの記録の提出を行いますが、そこ
では書類の提出だけでなく、合理的な配慮を要す
る子どもの情報交換がなされていると思います。
それは小学校における「個別の教育支援計画」の
作成を始め子どもたちへの具体的な支援につなげ
られます。
ただ、ややもすると入学児童に係る情報交換が
年度の終わり、つまり入学直前に短時間で行われ
がちです。できれば合理的な配慮を要する子ども
については、フリー参観等においても情報交換を
しておく必要があると私は思っています。時 「々小

学校に先入観を与えるのは良くない」という理
由から情報交換を一切拒否するような園もありま
す。しかしながら合理的な配慮を効果的に行う上
で、園と小学校は守秘義務の厳守を共有しながら
支援に係る情報交換を早期からしておくべきでは
ないでしょうか。
②教科等に関する情報交換
ご存じですか？ 1年生で学習する教科は 8教
科、国語・算数・生活・外国語活動（英語や国際
理解）・道徳・音楽・図画工作です。道徳は教科
になり、外国語活動も増えています。子どもたち
は卒園後すぐに教科や特別活動等を集団で学ぶ場
に身を置くことになるのです。フリー参観で小学
校の実際の授業の行われ方などを観察すると共
に、年長クラスの中では小学校 1年生の教科を
意識したような活動を工夫して取り入れてみるこ
とも小 1ギャップを起こさないための手立てだ
と考えます。
3　子どもや保護者視点での連携
入学後に子どもたちはどんなことに戸惑ったり悩
んだりしているのか？小学校の担任の視点からだけ
ではなく、聴き取りやアンケートなども活用しなが
ら子どもや保護者の視点から課題解決を図っていく
ことが肝要だと思います。多忙な中にあっても、園
と小学校との合同研修会やスタートカリキュラムの
創意工夫などが進むことを願っています。
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令和5年4月1日現在での県内の加盟園数は、
私学助成園 13、施設給付型幼稚園 30、幼稚園
型認定こども園 19、幼保連携型認定こども園
28、合計 90園となっています。新制度に移行
する園が増えており、処遇改善のための研修が
益々重要になっています。
コロナ禍の 3年間は、県内での研修はオンラ
インを活用した研修が続きました。令和 4年度
は愛媛県が四国地区教研大会の担当をし、オン
ラインで実施しました。分科会では、Zoomの
ブレイクアウトルームを活用して、ディスカッ
ションを行うことにも初めて取り組みました。
新型コロナウイルス感染症の位置づけが、5
月 8日から「5類感染症」になったことに伴い、
今年度は多くの研修は対面で行うように計画し
ています。「学ぶ」という視点では、対面でもオ
ンラインでもよいような気がしますが、共に学
んでいるという実感は、対面の方が勝っている
ように思います。
しかし、課題もあります。対面で研修は、決
められた時間に、研修場所まで移動して受講す
ることとなり、時間的な制約がでてきます。県
内であっても、移動に時間がかかり、少子化で
園児数が減少傾向にあるとはいえ、平日の日中
に研修を受講するとなると、参加できる人数に
制限がでてきてきます。また。自前で研修を企
画、運営していくのも、費用面、人材面におい
て年々厳しくなってきています。今年度は、対
面での研修を行うと共に、新しい研修のスタイ
ルを構築していく年になるのではないかと考え
ています。
（（一財）愛媛県私立幼稚園協会理事長、松山市・
慶応幼稚園 /二宮一朗）

愛媛県からのおたより

「前進する一年に」3 月には卒園式で、マスク着用した 3年間の
保育を終了した子ども達を申し訳ない気持ちと
安堵した気持ちで送り出し、4月にはマスク無
しの新入園児を迎えいれました。近年、発達支
援を必要とする子ども達が増え続けていると感
じると同時に、対象となる子ども達の現れが、
今までと違った傾向にあるように感じます。支
援方法にとまどっている現場の先生方も多いの
ではないでしょうか。昨今、話題となっている
虐待と指導の狭間で先生方が悩まないよう管理
側も多面的な配慮が求められているようです。
現在の協会加盟園229園の構成も私学助成園
56園、施設型給付園 75園、幼稚園型認定こど
も園 16 園、幼保連携型認定こども園 82 園と
なり、今後も変わっていく事が予想されます。
1970 年に設立され 2020 年で創立 50 周年を
迎えた静岡県私立幼稚園協会ですが、昨今の急
激な幼児減少や「子ども・子育て支援新制度」
による施設の多様化と私学助成園の減少、こ
ども家庭庁の発足など環境変化に対応する為、
2022 年から静岡県私立幼稚園協会に「あり方
検討プロジェクト」を立ち上げ 2024 年度から
新体制にて始動すべく準備を進めています。地
区の統合、理事や委員会の削減、事業評価によ
る整理を行い、次世代に向けての大きな組織改
革となります。
新型コロナ感染症法上の位置づけが 5月から

「5類」に移行され、社会全体に明るい光が見え
てきました。感染対策から解放され、子どもの
成長に眼を向けた本来の幼児教育に力を注ぐこ
とができるようになる事を願いながら、一歩一
歩、日々の保育を大切に子ども達と向き合って
いきます。
2023 年は、大河ドラマ「どうする家康」で
静岡県中・西部が徳川家康ゆかりの地として注
目されています。機会がありましたら、是非、
静岡の地を訪ねてください。
（静岡県私立幼稚園協会副会長、駿東郡・エンゼ
ル幼稚園 /野秋和弘）

静岡県からのおたより

「次世代への取り組み」
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6 月下旬から、当園の通称「中庭」の隅にある
枇杷の木の実が食べ頃になります。園児の手がと
どくところにも枝が張っているため、熟しきらな
いうちから採ってしまう園児がおり、「もう少し
して、もっと大きくなって、ひまわり組の名札（オ
レンジ色）の色になったら、おいしいよ。」と声
をかけ、熟すのを心待ちにします。いよいよ収穫
の時期になると、コンテナを持ってきたり、木に
登って何とか上の方の実を採ろうと必死です。「こ
うやって、こっちから皮をむくとバナナのように
きれいにむけるよ。」と教えると、その小さい手
で一生懸命皮をむいて食べています。中には、「マ

マにあげる。」と小さいパックにきれいに詰めて
いる園児の姿もあります。この枇杷の木は、十数
年前に、当園の教諭が食べた枇杷の種を埋めたも
ので、木が少しずつ大きくなり、立派な葉をつけ
るようになりましたが、「木は大きくなったけど、
実は生らないね。」と話していたものです。とこ
ろが、数年前、突然実をつけ、びっくりするやら、
嬉しいやら。「桃栗 3年、柿 8年」と言いますが、
まさにその通りです。そのことを園児に話すと、
食べた後の種を持ち帰る園児もいましたが、果た
して芽が出てきたでしょうか。実の生る木は、10
年以上の時を経て私たちを楽しませてくれます。
� （広報委員・小川せつ子）

編集後記編集後記

・ 2020年4月施行
改正私立学校法に対応

・ 園児が就園中に
ケガをしたら

・ 24時間・園児の急激かつ偶然な
外来の事故によるケガに

・ 園が損害賠償の
請求を受けたら

役員賠償責任保険
<D&Oマネジメントパッケージ（経営責任総合
補償特約条項付帯　会社役員賠償責任保険）>

園管理下の園児団体傷害保険（O-157補償付）
<学校契約団体傷害保険>
園児24保険（O-157・熱中症・地震補償付等）
<総合生活保険（こども総合補償）>

加入園賠償責任保険
<施設賠償責任保険+生産物賠償責任保険>

全日本私立幼稚園連合会の保険
本保険制度は、全日私幼連が指定した損害保険会社の協力を得て、加盟園のために
開発した制度です。

詳細については全日私幼連HP・加盟園のページ「お知らせ」に掲載しております
このご案内はJK保険の概要についてご紹介したものです。ご加入にあたっては必ずパンフレットおよび「重要事項説明書」をよく
お読みください。詳細は保険約款によりますが、ご不明な点がございましたら、下記引受保険会社までお問い合わせください。

東京海上日動火災保険㈱
担当課：公務第二部 文教公務室

TEL：03-3515-4133

まさかのときの“JK保険”

三井住友海上火災保険㈱
TEL :03-5299-7663

損害保険ジャパン㈱
医療・福祉開発部 第二課

TEL：03-3349-5137

Chubb損害保険㈱
TEL：03-6364-7110

チャブ保険
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